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はじめに
脳卒中のリハビリテーション （以下， リハ） で

は制度的に役割分担が明確になり急性期， 回復期

は医療保険で， 維持期は主に介護保険で行うこと

になった 1）． しかし， 非高齢者で社会復帰 （就労

を含む） を目指す方々には介護保険の仕組みはな

じまず， 福祉サービスとしての自立訓練事業が重

要な位置を占めている 2）． 自立訓練とは， 障害福

祉サービスのひとつで， 障害者支援施設もしくは

障害福祉サービス事業所などで， 理学療法， 作業

療法その他必要なリハ， 生活等に関する相談およ

びその助言， その他の必要な支援を行うものであ

る 3）． 名古屋市総合リハビリテーションセンター

障害者支援施設 （以下， 当施設） は， 施設入所支
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【要　旨】

【目的】 自立訓練における社会生活力や移動範囲の拡大には， 市街地移動や公共交通機関利用の可否と

いった外出能力が重要となる． しかし， 自立訓練の効果として外出能力がどのように推移するかの報告は

見当たらない． 今回， 当施設で自立訓練を受けた脳卒中者の移動能力と歩行能力の推移を調査した． 【方

法】 対象は令和 2 年度に施設入所した脳卒中者 34 名とし， 入所時と退所時の実用的移動能力分類， 歩行能

力 （10 m 努力歩行テスト， Timed Up and Go テスト， 6 分間歩行テスト） を評価した． また， 実用的移動能

力分類は単独外出の可否について調査した． 【結果】 入所時に実用的移動能力分類が class 3 以下であった 

26 名中， 退所時に class 4 以上となったのは 18 名であった． また， すべての歩行評価， 歩行の実用的移動

能力分類で有意な向上がみられた． 【結論】 維持期脳卒中者でも歩行能力が改善し， 屋外移動自立となる方

を認めた． 障害者支援施設における自立訓練で， 実用的な移動能力の拡大や歩行能力の向上が得られるこ

とが示唆された．
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援や自立訓練， 自立生活援助などのサービスを提

供しており， 愛知県内で唯一自立訓練を行ってい

る障害者支援施設である． 自立訓練における全国

調査では， 維持期において介護保険サービスの利

用が優先されることを課題として捉え， その理由

として自立訓練自体の認知度が低く， 役割が十分

理解されていないことが挙げられている 2） 4）． 自

立訓練の特徴として， 身体機能や認知機能の維持

向上， 日常生活動作や手段的日常生活動作能力の

向上のほか， 社会生活力の向上や移動範囲の拡大

を利用意向として希望する方が多いことが挙げら

れる 2）． この社会生活力の向上や移動範囲の拡大

には， 市街地移動や公共交通機関の単独利用の可

否といった外出能力が重要となる． 障害者支援施

設における自立訓練の先行研究では， 10 m 歩行速

度や膝伸展筋力などの動作能力が改善すること 5），

歩行能力と活動範囲に関連がみられることは報告 6）

されているが， 外出能力が経時的にどのように推

移するかについての報告は見当たらない． また，

外出能力を示す指標の一つである実用的歩行能力

分類と下肢 Brunnstrom recovery stage （以下，

BRS） では有意な相関を認めたとの報告 6） がある

が， 車椅子移動者を含めた実用的移動能力分類で

検討した報告は見当たらない．

以上より本研究の目的は， 当施設に入所し自立

訓練を受けた脳卒中者の入所時と退所時における　

1） 全体および移動形態別， 下肢 BRS 別の実用的

移動能力分類の推移， 2） 移動範囲別の実用的移動

能力分類の推移， 3） 歩行評価の推移を調査するこ

とである． また， 当施設における理学療法支援の

特徴を加えて報告する．

対象および方法
1．対象と訓練内容

令和 2 年度に当施設に入所した脳卒中者 37 名の

うち， 理学療法訓練を導入しなかった 1 名と再発

や本人の利用継続拒否による退所者 2 名を除いた

34 名を対象とした． 理学療法訓練は， 本人の訓練

実施の希望の有無や入所時の移動能力， 自主運動

定着の可否などから担当療法士が訓練導入の有無

を決定した． 理学療法訓練は， 集団訓練と個別訓

練に分かれており， 対象者には週 1-2 回 （1 回 / 

50 分） の集団訓練， また必要に応じて個別訓練が

実施された． 集団訓練では， 訓練室内で行える筋

力 ・ 体力向上訓練， 応用歩行訓練などを行った．

個別訓練では， 施設内の移動範囲を拡大するため

の施設内移動訓練， 市街地移動や公共交通機関利

用といった外出訓練などを行った． 対象者は， 主

に身体機能面で施設内移動や屋外移動が自立と

なっていない方とした． 外出訓練の開始時期につ

いては， 当施設敷地内の屋外歩行コースの単独移

動が可能となった段階で検討した． 理学療法訓練

以外にも， 自主トレーニングを行えるよう指導し

たり， 生活支援員主導の施設内移動訓練や外出訓

練を行ったりすることで， 対象者の歩行能力向上

や移動範囲の拡大を図った．

2．評価項目
評価項目は， 対象者属性として年齢， 性別， 疾

患， 下肢 BRS， 発症から入所までの期間， 施設利

用期間とした． 移動範囲の評価として実用的移動

能力分類， 歩行評価として 10 m 努力歩行テスト

（以下， 10 m 歩行）， Timed Up and Go テスト （以

下， TUG）， 6 分間歩行テストを用い， 入所時およ

び退所時に評価を実施した． 歩行評価に際し， 装

具や杖など歩行補助具を日常的に使用している方

は評価時も同じ歩行補助具を使用してもらい実施

した．

実用的移動能力分類 7） は， 2009 年に横浜市総合

リハビリテーションセンターが発表した実用的歩

行能力分類 （改訂版） 6） を， 車椅子利用者の社会

参加指標として活用するため， 関東ブロック身体

障害者更生施設長協議会エビデンス検討会が実用

的移動能力分類として改良したものである． これ

は， 移動範囲に応じて class 0 「歩行不能または車

椅子乗車不能」， class 1 「介助移動」， class 2 「平

地 ・ 監視移動」， class 3 「屋内 ・ 平地自立」， class 

4 「屋外 ・ 近距離自立」， class 5 「公共交通機関限

定自立」， class 6 「公共交通機関利用自立」 の 7 段

階に分類されている （表 1）． class 3 と class 4 が

単独外出可否の境界を， class 4 と class 5 が公共交

通機関の利用可否の境界を示している． 評価にあ

たり， 杖や装具の有無は問わないこととした． 実

用的移動能力分類を用いて， 全体および歩行 ・ 車

椅子の移動形態別， 下肢 BRS 別の推移を調査し

た． また単独外出不可 （実用的移動能力分類 class 

3 以下） から単独外出可 （実用的移動能力分類

class 4 以上） となった人数， 屋外近距離自立 （実

用的移動能力分類 class 4） から公共交通機関利用

可 （実用的移動能力分類 class 5 以上） となった人

数を調査した．

3．統計処理
統計解析は， 統計ソフト JSTAT を使用し， 10 m

歩行， TUG， 6 分間歩行テストには対応のある t

検定， 全体および移動形態別， 下肢 BRS 別の実用
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的移動能力分類には Wilcoxon の符号順位和検定を

用いて入所時と退所時で比較した． 有意水準は 5%

とした．

4．倫理的配慮
本報告では， 名古屋市総合リハビリテーション

事業団の個人情報保護規定に基づき， 利用者から

同意を得て， 業務上作成したデータを利用した．

結果
対象者は， 年齢 46.9 ± 8.4 歳， 男性 29 名， 女

性 5 名， 疾患は脳出血 23 名， 脳梗塞 8 名， くも膜

下出血 3 名， 下肢 BRS はⅢ 13 名， Ⅳ 7 名， Ⅴ 7

名， Ⅵもしくは運動麻痺なし 7 名であった． 発症

から施設入所までの期間は 10.7 ± 10.0 ヶ月， 施

設利用期間は， 7.6 ± 1.9 ヶ月であった （表 2）．

実用的移動能力分類は， 「全体」 および移動形態

が 「歩行」 において有意差を認めた （表 3）． 下肢

BRS 別では， BRS Ⅲ， Ⅳ， Ⅴにおいて有意差を認

表 1. 実用的移動能力分類

実用的歩行能力分類 要件

class 6「公共交通機関利用自立」
自家用車運転自立

特に制限なく公共交通機関の利

用が可能

自家用車を運転して外出が可能

電車やバス等の公共交通機関の利用に支障のないもの．

自家用車を運転して外出することに支障のないもの．

class 5「公共交通機関限定自立」
一定の条件下で， 公共交通機関

の利用が可能

①屋外歩行または車椅子移動が自立．

②公共交通機関の利用は一定の経路や時間帯に限られるもの．

③商店街など人通りの多いところでは， 監視や介助を要するもの．

＊①に加えて②または③に該当するもの⇒ class 5

class 4「屋外・近距離自立」
階段または坂があっても外出可

能で， 慣れた場所なら屋外歩行

や車椅子移動も可能

① 階段昇降は手すりがあれば自立または車椅子でスロープ （勾配 1/12 以下＝

4.7 度） の昇降が自立．

②自宅周辺など慣れた場所での歩行または車椅子移動は自立．

③ 安全性，耐久性に問題があり，長距離の歩行または車椅子移動は困難なもの．

④商店街など人通りの多いところでは， 歩行または車椅子移動が困難なもの．

＊①と②に加えて③または④に該当するもの⇒ class 4

class 3「屋内・平地自立」
平地移動は可能だが， 階段また

は坂や不整地では監視 ・ 介助が

必要

① 屋内など平地での歩行または車椅子移動は自立しているが， 階段またはス

ロープや不整地の歩行または車椅子移動には監視または介助を要するもの．

② 階段またはスロープでは監視または介助を要するが， エレベーターなどを

利用して病院や施設内の歩行または車椅子移動は自立しているもの．

＊①または②に該当するもの⇒ class 3

class 2「平地・監視移動」
屋内 ・ 平地なら監視または指示の

下で歩行または車椅子移動可能

① 介助者は身体に触れず， 監視または指示のみで歩行または車椅子移動が可

能なもの．

②歩行または車椅子移動可能だが， 安全性の問題などから監視を要するもの．

③ 介助者が身体または車椅子に軽く触れる程度の介助で歩行または車椅子移

動しているもの．

＊①～③のいずれかに該当するもの⇒ class 2

class 1「介助移動」
常に身体介助が必要

①歩行では患肢の振り出しに介助を要するもの．

② 介助者が体幹や上肢または車椅子をしっかりと支えて歩行または車椅子移

動しているもの．

＊①～②のいずれかに該当するもの⇒ class 1

class 0「歩行不能または車椅子
乗車不能」
歩行不能または車椅子乗車不能

①まったく歩行または車椅子乗車不能 （著しい乗車時間制限含む） のもの．

②療法士などが支えて訓練として歩行または車椅子乗車できる程度のもの

＊①または②に該当するもの⇒ class 0
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めた （表 4）．

入所時に単独外出不可 （実用的移動能力分類

class 3 以下） であった 26 名 （歩行 20 名， 車椅子

6 名） 中， 退所時に単独外出可 （実用的移動能力

分類 class 4 以上） となったのは， 18 名 （歩行 16

名， 車椅子 2 名） であった． 入所時に屋外， 近距

離自立 （実用的移動能力分類 class 4） であった 8

名中， 退所時に公共交通機関利用可 （実用的移動

能力分類 class 5 以上） となったのは 7 名であった

（図 1）．

歩行評価は， 10 m 歩行， TUG， 6 分間歩行テス

トのすべての歩行評価において， 有意差を認めた

（表 5）．

表 2. 対象者属性

年齢 （歳 a） 46.9 ± 8.4

性別 （男／女 ： 名） 29 ／ 5

疾患 （脳出血／脳梗塞／くも膜下
出血 ： 名）

23 ／ 8 ／ 3

下肢 BRS （Ⅲ／Ⅳ／Ⅴ／Ⅵ ・ 運動
麻痺なし ： 名）

13 ／ 7 ／ 7 ／ 7

発症から入所までの期間 （ヶ月 a） 10.7 ± 10.0

施設利用期間 （ヶ月 a） 7.6 ± 1.9

a ; 平均±標準偏差

BRS; Brunnstrom recovery stage

表 3. 実用的移動能力分類の推移

入所時 退所時 p 値

全　体 class 1 1 0 < 0.001*

class 2 5 1

class 3 20 7

class 4 8 5

class 5 0 13

class 6 0 8

歩　行 class 1 1 0 < 0.001*

class 2 3 1

class 3 16 3

class 4 8 3

class 5 0 13

class 6 0 8

車椅子 class 1 0 0 0.154

class 2 2 0

class 3 4 4

class 4 0 0

class 5 0 2

class 6 0 0

* ; p < 0.05

表 4. �下肢 Brunnstrom recovery stage 別の実用的移動

能力分類の推移

入所時 退所時 p 値

BRS Ⅲ
（内車椅子 3名）

class 1 1 0 < 0.001*

class 2 3 0

class 3 8 4

class 4 1 2

class 5 0 5

class 6 0 2

BRS Ⅳ
（内車椅子 2名）

class 1 0 0 0.031*

class 2 1 0

class 3 4 2

class 4 2 0

class 5 0 1

class 6 0 4

BRS Ⅴ
（内車椅子 1名）

class 1 0 0 0.016*

class 2 0 0

class 3 5 0

class 4 2 2

class 5 0 4

class 6 0 1

BRS Ⅵ ・ 運動
麻痺なし

class 1 0 0 0.062

class 2 1 1

class 3 3 1

class 4 3 1

class 5 0 3

class 6 0 1

* ; p < 0.05

BRS; Brunnstrom recovery stage
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考察
本研究では， 障害者支援施設に入所し自立訓練

を行った維持期脳卒中者を対象に， 実用的移動能

力分類と歩行評価の成績の推移を調査した． その

結果， 実用的移動能力分類や歩行評価において有

意な向上がみられた．

障害者支援施設での先行研究において， 歩行能

力に有意な改善がみられている報告 8） や， 実用的

歩行能力分類が入所時と退所時で 1 段階以上の改

善を示した報告 9）， 実用的歩行能力分類の変化率

が 50.0 ± 27.0% であった等の報告がある 8）． 本研

究でも歩行能力や実用的移動能力分類の向上と，

34 名中 29 名に移動範囲の拡大を認め， 先行研究

と同様の傾向が得られた． 以上のことから， 障害

者支援施設における維持期脳卒中者に対する自立

訓練においても， 実用的な移動範囲の拡大や歩行

能力の向上が見込まれることが示された． 当施設

では， 実用的な移動範囲の拡大が得られるよう

に， 応用的な歩行訓練を積極的に行っている． 内

容は， バスや地下鉄などの乗降訓練 ・ 信号交差点

での横断歩道歩行訓練 ・ エスカレーター乗降訓練

などが挙げられる． 中でもエスカレーターは， 乗

降動作を実際に経験する機会がなく慣れておら

ず， 乗降動作に戸惑いが生じるといった問題が発

生することが報告されている 10）． そのため， 我々

はエスカレーターの実地訓練の前段階として， ト

レッドミルを利用した乗降動作手順の確認やその

訓練を行っている． エスカレーター乗降のための

先行足は， 動く床面でのバランス保持が行いやす

い非麻痺側先行が多いという報告がある 11）． 一方

で， 体重心速度が大きくなりやすい麻痺側を先行

にするとの報告 12） もあり， どちらを先行足とする

かは， 一定の見解が得られていない． また， ベル

ト状の手すりもステップと連動して動くため， 足

を出す動作と手すりをつかむ動作の時間差が生じ

ないように， タイミングを計りながら乗り込む必

要がある 13）． 事前訓練により， 利用者にあった先

行足を検討すること， 乗降動作のタイミングをど

のように計るかをトレッドミルの速度調整で低速

から繰り返し訓練することは， 本人の動作への不

安減少にもつながり有用であると考える．

また， 脳卒中片麻痺の歩行補助具として T 字杖

が多く用いられているが， 傘を持ちにくいことが

問題となり， 一般的には雨天時の外出は避けられ

ている 14）． しかし雨天時に外出できないとなる

と， 就労や趣味活動の制限をきたすこととなるた

め， 雨天時移動の実用的手段を検討する必要があ

る． そのため， 理学療法士が身体機能の面から傘

を差しながらの安全な歩行が可能なのかを評価す

る． 傘の使用が難しい場合は， 雨合羽 ・ ポンチョ

の使用を作業療法士と連携して選択する． 上肢の

運動麻痺が重度な方の場合には， 片手動作での雨

具の使用 ・ 保管方法を作業療法士が訓練を行う．

本人の雨具の操作が定着したら， 実際の雨天時で

表 5. 歩行評価

入所時 退所時 p 値

10m 努力歩行テスト （秒 a） 18.2 ± 23.1 14.2 ± 12.0 < 0.001*

Timed Up and Go テスト （秒 a） 19.2 ± 19.2 16.1 ± 13.3 0.001*

6 分間歩行テスト （m a） 281.2 ± 143.0 315.9 ± 136.1 < 0.001*

a ; 平均±標準偏差
* ; p < 0.05

図 1．移動範囲別の実用的移動能力分類の推移
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歩行訓練を理学療法士と行い， 路面が滑りやすい

場所など注意点の確認を行っている．

実用的な移動範囲の拡大には， 外出に適した移

動手段や歩行補助具の検討も必要となる． 運動麻

痺が重度であったり， 歩行速度が遅かったりする

影響で， 歩行での外出が困難な方もいる． そう

いった場合には車椅子での外出も視野に入れ， 屋

外移動手段の安全性を確認していく． 車椅子の種

類には， 手動型車椅子 ・ ジョイスティック型電動

車椅子 ・ 電動アシスト車椅子がある． 手動型車椅

子の有効性は， 両上肢と体幹機能が維持されてこ

そ発揮されるものである． 脳血管障害ではその多

くが片麻痺を呈することにより， 特に屋外では有

効性が軽減する 15）． そのため坂道走行や片流れ制

動が可能なジョイスティック型電動車椅子や電動

アシスト車椅子の利用を検討している． 電動車椅

子の利用には， スイッチの操作や適切なスピード

コントロールができるかといった操作性の観点だ

けでなく， バッテリーの管理や充電ができるかと

いった点も考慮する必要がある． 生活支援員と情

報共有し， 施設入所時点から利用者主導で電池残

量の確認やタイヤ空気圧の確認といった電動車椅

子の自己管理を促す． 本研究では車椅子利用者が

少ないため， 車椅子利用者における実用的移動能

力分類において有意差は認められなかった可能性

が考えられる． 今後対象者を増やし， その推移に

ついて検討していきたい． また， 回復期などにて

作成した治療用装具や歩行補助具が， 運動麻痺の

回復や体重の増減， 下肢周径の変化により， 施設

利用となった維持期に適合が不十分となることが

ある． そこで更生用装具の作成も検討し， その評

価も行う． 下肢の運動麻痺が比較的軽度であり回

復傾向のため， 治療用装具が作成されないケース

もあるが， 歩行での移動距離の拡大や筋緊張のコ

ントロールの面で， 新たに装具を利用するという

選択がされる場合もある．

下肢 BRS 別の実用的移動能力分類では， BRS Ⅲ

～Ⅴでは有意差が認められたが， BRS Ⅵ ・ 麻痺な

しでは有意差が認められなかった． 今回の検討か

らは有意差を認めなかった原因は特定できないた

め， 今後検討が必要である．

身体機能としては屋外歩行が可能でも， 知的低

下や記憶 ・ 注意障害などの高次脳機能障害により

単独移動を制限される方が少なくない 16）． そう

いった方には， 代償手段の検討， 単純動作への変

更， 活動範囲の固定などの対応が必要である 10）．

代償手段は， 高次脳機能障害を補い， 特定の環境

に適応する技術を身につけることである 17）． 例え

ば， 切符購入の手順書作成や失語症の方のコミュ

ニケーションツールの確立， 目的地までのマップ

や行動を促すアラーム時間の設定といったスマー

トフォンの活用などが代償手段として考えられ

る． 利用者ごとにどういった方法が適しているか

については， 生活支援員 ・ 作業療法士 ・ 言語聴覚

士 ・ 公認心理師など他職種と連携し， その方法の

検討を重ねていくが， 外出においては外出訓練振

り返りシート （図 2） を活用している． このシー

トは， 本人の主観との乖離をフィードバック， 外

出訓練の回を重ねるごとの変化を見える化， 地図

や案内表示の利用の可否などの評価として利用し

ている． これを元に， 介助や声掛けなどの支援が

必要であった場面において， 安全に単独で移動で

きるよう他職種と連携して代償手段を検討してい

く． しかし， 高次脳機能障害が重度で代償手段の

獲得が困難なため， 身体機能面における制限はな

いが単独外出困難な方がおり， 今回の対象者でも

2 名認めた． 単独での移動範囲が屋内に制限され

ることから， 体力の維持や体調の自己管理， 自主

トレーニングの定着を目標に理学療法訓練を行っ

ている．

本研究における限界点としては， 対象者の数が

少ないこと， 理学療法評価結果のみの検討であり

外出の制限となりうる高次脳機能障害の評価が十

分に検討されていないことが挙げられる． 今後対

象者を増やし， 外出能力と高次脳機能障害の関係

を調査していく必要がある．

結論
障害者自立支援施設における自立訓練で， 維持

期脳卒中者において実用的な移動範囲の拡大や歩

行能力の改善が認められた． 外出の自立には， 雨

天時移動の訓練や移動手段の検討， 代償手段の検

討が必要となる． そのため障害特性に応じて他職

種連携し， 外出自立を目指し訓練を行っていく必

要がある．
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名前：　　　　　　　　　　　　　様 〇回目

障害特性：片麻痺（右・左）、失語（有・無）、高次脳機能障害（有・無）
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◆評価：◎=安全に行える　○=可能だが注意が必要　△=配慮が不十分・介助が必要　－=未実施

前回 今回
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外出に耐えうる体力がある
目的地までのルートを把握している
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車内の移動が安全に行える
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図 2．外出訓練振り返りシート
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